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第４次 第５次

248,728 248,728 313,262 313,262

1 総
開発行為の
指導業務

開発事業者等に対し
良好な居住環境を形
成できるよう、茅ヶ
崎市のまちづくりに
おける手続き及び基
準等に関する条例に
より適切な指導を行
う。

民間の
開発事
業者等

政
策

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

1
開発行為の
指導業務

申請書の審査
￮防犯灯の設置
￮自転車駐車場
の設置

申請受付件数
／年

８０件 ８８件

申請書の審査
￮防犯灯の設置
￮自転車駐車場
の設置

申請受付件数
／年

８０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

1
開発行為の
指導業務

現場での検査
￮防犯灯の設置
￮自転車駐車場
の設置

検査件数／年 ８０件 ８６件

現場での検査
￮防犯灯の設置
￮自転車駐車場
の設置

検査件数／年 ８０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

1
開発行為の
指導業務

開発行為によ
り設置された
防犯灯を市管
理へ移管

開発行為によ
り設置された
防犯灯数／年

５０灯 ３９件

開発行為によ
り設置された
防犯灯を市管
理へ移管

開発行為によ
り設置された
防犯灯数／年

５０灯
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2 総 防犯灯事業

防犯灯の新設や維持
管理を行うことによ
り、夜間の犯罪及び
交通事故等を防止す
ることを目的として
いる。

市民及
び市内
事業

者、来
訪者等

政
策

青色防犯灯
等導入によ
る効果的な
防犯対策の
実施

65,494

防犯灯新設要望に対
し８０％設置、活動
指標を概ね達成し
た。

Ｂ 73,348 1 防犯灯事業 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

2 防犯灯事業

電気料の支払
い業務
（電気料負担
金支出も含
む）

電気料口座振
込科目等確認
電気料負担金
支払（上下半
期）

電気料口
座振込…
毎日
電気料負
担金支払
月…上半
期は６月
下半期は
１２月

電気料口
座振込…
毎日
電気料負
担金支払
月…上半
期は６月
下半期は
１２月

37,920

電気料の支払
い業務
（電気料負担
金支出も含
む）

電気料口座振
込科目等確認
電気料負担金
支払（上下半
期）

電気料口
座振込…
一括
電気料負
担金支払
月…上半
期は６月
下半期は
１２月

39,109 1 防犯灯事業 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

2 防犯灯事業
修繕管理
（修繕負担金
支出も含む）

四半期

第１四半
期…７月
第２四半
期…１０
月
第３四半
期…１月
第４四半
期…４月

第１四半
期…７月
第２四半
期…１０
月
第３四半
期…１月
第４四半
期…４月

23,642
修繕管理
（修繕負担金
支出も含む）

四半期

第１四半
期…７月
第２四半
期…１０
月
第３四半
期…１月
第４四半
期…４月

29,772 1 防犯灯事業 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

2 防犯灯事業

市民要望の取
りまとめ及び
新設工事発
注・確認検査
青色防犯灯・
照度アップ等
の検証を実施

設置要望達成
率
設置箇所数／
要望箇所数=達
成率%

１００％ 79.14% 3,932

市民要望の取
りまとめ及び
新設工事発
注・確認検査
青色防犯灯・
照度の高い灯
具の導入を実
施

設置要望達成
率
設置箇所数／
要望箇所数=
達成率%

１００％ 4,467 1 防犯灯事業
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

3 総
防犯対策事
業

市民の防犯に対する
意識を高め、自主防
犯活動を活性化させ
ることにより、犯罪
の防止や抑制を促進
することを目的とし
ている。

市民
政
策

自主防犯
ネットワー
ク活動への
支援

自主防犯
ネットワー
ク活動への
支援

1,324

活動団体の支援につ
いてはおおむね成果
があった。県条例に
基づく地域推進体制
として会議を設置、
目標を達成、成果が
あった。

Ａ 2,091 6 防犯対策事業 未 高 高 高
現状維

持
有り

増
や
す

3
防犯対策事
業

防犯パトロー
ル物品の貸与
等の活動支援

物品貸与自主
防犯活動団体
数

約４０団
体

２７団体 1,210
防犯パトロー
ル物品の貸与
等の活動支援

物品貸与自主
防犯活動団体
数

３５団体 1,946 6 防犯対策事業
不
可

必
要

不
可

可 無 有り 22
地域防犯活動支援及
び防犯相談の充実

増
や
す

3
防犯対策事
業

茅ヶ崎・寒川
犯罪ゼロ推進
会議

会議回数／年 １回 １回 114
茅ヶ崎・寒川
犯罪ゼロ推進
会議

会議回数／年 ２回 145 6 防犯対策事業
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

安全対策課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

安全対策課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況
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事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

安全対策課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

安全対策課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

4 総
防犯ネット
ワーク支援
事業

多くの市民が自主防
犯活動に参加できる
環境づくりを行うた
め、自主防犯ネット
ワークを構築する。

市民
政
策

自主防犯
ネットワー
ク活動への
支援

自主防犯
ネットワー
ク活動への
支援

45
市民との協働事業の
目標を達成した Ａ 50 8

防犯ネット
ワーク支援事
業

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

4
防犯ネット
ワーク支援
事業

防犯ネット
ワーク構築の
ための協働団
体との準備作
業

協働団体の準
備会議及び防
犯ネットワー
ク会議の開催
回数

９回 １０回 45

防犯ネット
ワーク構築の
ための協働団
体との準備作
業

協働団体の準
備会議及び防
犯ネットワー
ク会議の開催
回数

９回 50 8
防犯ネット
ワーク支援事
業

不
可

必
要

不
可

済 無 有り 22 協働事業の見直し 維持

5 総
防犯関係団
体育成事業

防犯に関する団体を
支援することによ
り、防犯意識の高揚
を図り、安全で安心
なまちを構築する。

防犯関
係団体

政
策

435
活動費を助成すると
共に連携した活動を
実施した。

Ａ 435 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

5
防犯関係団
体育成事業

団体への負担
金支出

団体数及び金
額

２団体
435,00
0円

２団体
435,00
0円

435
団体への負担
金支出

団体数及び金
額

２団体
435,00
0円

435
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

5
防犯関係団
体育成事業

会議への参加 会議回数 ３回 ３回 会議への参加 会議回数 ３回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

6 総
交通安全計
画の推進

交通安全対策基本法
に基づき策定した
茅ヶ崎市交通安全計
画を指針とし、交通
対策施策に取り組
み、交通環境を良好
に保持し、交通事故
を防止、交通事故死
亡者を限りなくゼロ
に近づけることを目
的とする。

市民、
関係機
関、団
来等

義
務

施策の取り組み状況
教唆を実施、各課に
おける事業の進捗状
況を把握した。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

6
交通安全計
画の推進

交通安全計画
の施策の推進

施策の取り組
み状況調査

年１回 年１回
交通安全計画
の施策の推進

施策の取り組
み状況調査

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7 総
交通指導員
の活動事業

交通指導員の様々な
活動支援を通じて、
交通安全思想の普及
高揚に努め、交通事
故から市民の生命を
守り、安全・安心な
まちづくりを目的に
している。

市民及
び市内
事業者

政
策

7,703

指導員業務について
は活動目標を達成し
ているが、定数に達
していない。

Ｂ 8,078 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

7
交通指導員
の活動事業

茅ヶ崎市交通
指導員の職務
を遂行するた
め、委託業務
として、茅ヶ
崎地区交通安
全協会を受託
者と指定し指
導員業務を実
施する。

交通指導員出
動回数／年

1,000回 1,442回 4,610

茅ヶ崎市交通
指導員の職務
を遂行するた
め、委託業務
として、茅ヶ
崎地区交通安
全協会を受託
者と指定し指
導員業務を実
施する。

交通指導員出
動回数／年

1,200回 4,610
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

7
交通指導員
の活動事業

茅ヶ崎市交通
安全指導員の
委嘱等事務

委嘱人数 １３０人 ８５人 3,093
茅ヶ崎市交通
安全指導員の
委嘱等事務

委嘱人数 １３０人 3,468
不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 22
茅ヶ崎地区交通安全
協会と連携し、増員
対策を検討する。

維持

8 総

交通安全・
防犯市民総
ぐるみ運動
推進大会及
び各種交通
安全運動の
実施

交通安全や防犯につ
いての普及啓発運動
を展開することによ
り、交通安全や防犯
の意識を高めるとと
もに市民の自主活動
を促し、安全・安心
なまちづくりを推進
することを目的とす
る。

市民及
び市内
事業者

政
策

658
活動目標を達成して
おり、成果があっ
た。

Ａ 752 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持
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事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

安全対策課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

安全対策課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

8

交通安全・
防犯市民総
ぐるみ運動
推進大会及
び各種交通
安全運動の
実施

交通安全・防
犯市民総ぐる
み運動推進大
会の開催

事業開催数 ３回 ３回 269

交通安全・防
犯市民総ぐる
み運動推進大
会の開催

事業開催数 ３回 310
不
可

必
要

不
可

済 無 なし 維持

8

交通安全・
防犯市民総
ぐるみ運動
推進大会及
び各種交通
安全運動の
実施

交通安全街頭
キャンペーン
の実施等(4回
／年)

街頭キャン
ペーン参加市
民数／年

7,200人 8,638人 389

交通安全街頭
キャンペーン
の実施等(4回
／年)

街頭キャン
ペーン参加市
民数／年

7,200人 442
不
可

必
要

不
可

済 無 なし 維持

9 総
交通規制等
の要望

自治会等からの交通
規制等の要望を警察
と協議し、交通安全
対策や交通事故防止
を促進する。

地域住
民や在
住の事
業者、
PTA
等

政
策

活動目標を達成して
おり、成果があっ
た。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

9
交通規制等
の要望

警察等の関係
機関と要望等
の調整を行う

茅ヶ崎警察署
への交通規制
等の要望件数
／年

８０件 １１３件
警察等の関係
機関と要望等
の調整を行う

茅ヶ崎警察署
への交通規制
等の要望件数
／年

８０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

10 総

交通安全教
育の実施
（交通安全
教室）

交通安全教室を開催
することにより、交
通安全の大切さを理
解してもらい、一人
一人が交通ルールや
マナーを守り、交通
事故を防止すること
を目的とする。

市民及
び市内
事業者

政
策

8,408
活動目標を達成して
おり、成果があっ
た。

Ａ 8,413 3
交通安全教育
の実施

未 高 高 高 拡大 有り
増
や
す

10

交通安全教
育の実施
（交通安全
教室）

教育指導員の
勤務日数

一人当たりの
出勤日数／年

１６０日 １６０日 2,888
教育指導員の
勤務日数

一人当たりの
出勤日数／年

１６０日 2,880 3
交通安全教育
の実施

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

10

交通安全教
育の実施
（交通安全
教室）

交通安全指導
事業計画の策
定、教育指導
員の研修

教育指導員の
研修回数（研
修開催日数）
／年

４回 ３回 6

交通安全指導
事業計画の策
定、教育指導
員の研修

教育指導員の
研修回数（研
修開催日数）
／年

３回 24 3
交通安全教育
の実施

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

10

交通安全教
育の実施
（交通安全
教室）

交通安全教室
等の開催

教室等開催回
数／年

２１０回 ２８９回 5,514
交通安全教室
等の開催

教室等開催回
数／年

２５０回 5,509 3
交通安全教育
の実施

不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 22

高校生及び高齢者対
象の自転車ルール教
室の充実、昼間の自
転車利用者に対する
教育指導の充実。

増
や
す

11 総

交通安全注
意・警告用
立看板等の
設置

地域住民等からの要
望により交通安全注
意喚起看板等を整備
し、未然に交通事故
の防止を図ることを
目的としている。

全市民
政
策

1,081
活動目標を達成して
おり、成果があっ
た。

Ａ 1,240 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

11

交通安全注
意・警告用
立看板等の
設置

交通安全警
告・注意看板
の作成・設置

看板枚数／年 １２０枚 １１６枚 1,081
交通安全警
告・注意看板
の作成・設置

看板枚数／年 １２０枚 1,240
不
可

必
要

可
不
可

無 有り 22
看板作成については
委託済。さらに看板
設置を委託化。

維持

12 総

通学路安全
対策事業
（学童等交
通誘導員）

小中学校の通学路に
おける安全対策に関
する施策を実施し、
学童の交通安全に資
することを目的とす
る。

小中学
校の児
童・生

徒

政
策

活動目標を達成して
おり、成果があっ
た。

Ａ 未 高 高 高
休・廃

止
なし

予算
なし

12

通学路安全
対策事業
（学童等交
通誘導員）

学童等交通誘
導員により登
下校の児童等
の交通安全を
確保

市内配置箇所
数／年

２箇所 ２箇所

学童等交通誘
導員により登
下校の児童等
の交通安全を
確保

市内配置箇所
数／年

２箇所
不
可

不
要

可 可 無 なし 21
２１年度末をもって
廃止。

予算
なし
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事務事業の目的に対
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今後の事業展開
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方
向
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③
成
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そ
の
他

③
民
間
活
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に対す
る分析

①
目
的
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成

活動ごとの
予算額
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活動
優先
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重点事業
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21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性
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直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

13 総

通学路安全
対策事業
（電柱巻表
示板・連絡
調整会議）

小中学校の通学路に
おける安全対策に関
する施策を実施し、
学童の交通安全に資
することを目的とす
る。

小中学
校の児
童・生

徒

政
策

147
活動目標を達成して
おり、成果があっ
た。

Ａ 350 4
交通安全対策
（生活道路・
通学路）事業

未 高 高 高
現状維

持
なし

増
や
す

13

通学路安全
対策事業
（電柱巻表
示板・連絡
調整会議）

電柱巻の通学
路表示板設置
及び撤去

新設、撤去箇
所数／年

７０箇所 ４２箇所 147
電柱巻の通学
路表示板設置
及び撤去

新設、撤去箇
所数／年

100箇所 350 4
交通安全対策
（生活道路・
通学路）事業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
増
や
す

13

通学路安全
対策事業
（電柱巻表
示板・連絡
調整会議）

茅ヶ崎市交通
安全対策連絡
調整会議

会議回数／年 ４回 ４回
茅ヶ崎市交通
安全対策連絡
調整会議

会議回数／年 ４回 4
交通安全対策
（生活道路・
通学路）事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

14 総
交通安全関
係団体育成
事業

交通安全に関わる関
連団体の育成し、交
通安全事業の推進に
寄与することを目的
としている。

県、湘
南交通
安全対
策協議
会及び
安全協
会、安
全運転
管理者

会

政
策

1,193
活動目標を達成して
おり、成果があっ
た。

Ａ 1,193 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

14
交通安全関
係団体育成
事業

各種団体にお
ける相互の情
報交流・安全
運転管理者団
体の活動支援

関係団体会議
参加回数／年

１０回 １０回 1,193

各種団体にお
ける相互の情
報交流・安全
運転管理者団
体の活動支援

関係団体会議
参加回数／年

１０回 1,193
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

15 総
放置自転車
対策事業

安全で良好な歩行空
間を確保し、交通の
円滑化を図ると共
に、駅前広場を中心
とした茅ヶ崎駅周辺
の美観の向上と非常
時における緊急活動
の円滑化を図り、安
全で快適な市民生活
を確保することを目
的としている。

市民及
び駅周
辺に自
転車で
来訪す
る人々

政
策

56,440
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 58,989 7
放置自転車対
策事業

未 高 高 高
現状維

持
なし

15
放置自転車
対策事業

放置自転車の
撤去業務

放置自転車の
撤去台数／年

7,000台 5,398台 8,215
放置自転車の
撤去業務

放置自転車の
撤去台数／年

5,000台 8,236 7
放置自転車対
策事業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

15
放置自転車
対策事業

放置自転車の
処分・リサイ
クル業務

放置自転車の
処分及びリサ
イクル台数／
年

処分
3,356台
(H19実
績3,529
台の5%
減)

リサイク
ル　329
台(H19
実績305
台の8%
増)

2,732台

リサイク
ル台数
298台

1,268
放置自転車の
処分・リサイ
クル業務

放置自転車の
処分及びリサ
イクル台数／
年

処分
2,595台
(前年度実
績5％減)
 リサイク
ル 321
台(前年度
実績8％
増)

リサイク
ル　329
台(H19
実績305
台の8%
増)

1,800 7
放置自転車対
策事業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

15
放置自転車
対策事業

啓発員による
違法自転車駐
車の指導

啓発員の延べ
啓発時間／年

34,000
時間

33,995
時間

30,053
啓発員による
違法自転車駐
車の指導

啓発員の延べ
啓発時間／年

34,000
時間

29,992 7
放置自転車対
策事業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

15
放置自転車
対策事業

保管場所及び
集積場所運営
維持管理業務

放置自転車保
管場所での返
還台数／年

3,850台
(撤去台数
目標×
50%返
還率）

2,649台 11,186
保管場所及び
集積場所運営
維持管理業務

放置自転車保
管場所での返
還台数／年

2,750台
(撤去台数
目標×
55%返
還率）

11,671 7
放置自転車対
策事業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持
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③
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15
放置自転車
対策事業

北茅ヶ崎・香
川自転車置場
管理運営業務

自転車駐車台
数／日平均

1,600台 1,700台 5,718
北茅ヶ崎・香
川自転車置場
管理運営業務

自転車駐車台
数／日平均

1,700台 7,290 7
放置自転車対
策事業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

16 総
自転車駐車
場管理運営
事業

駅周辺における市営
有料自転車駐車場を
市民ニーズを取り入
れ運営することによ
る利用の拡大を図
り、放置自転車を一
掃し駅周辺における
交通環境と居住環境
の向上を促進するこ
とを目的とする。

政
策

74,968
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 64,478 未 高 高 高
現状維

持
維持

16
自転車駐車
場管理運営
事業

都市施設公社
による自転車
駐車場の効率
的な運営

自転車収容可
能台数／年

11,317
台

11,317
台

都市施設公社
による自転車
駐車場の効率
的な運営

自転車収容可
能台数／年

11,317
台

済
必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

16
自転車駐車
場管理運営
事業

自転車駐車場
の借上及び管
理

施設数 ９箇所 ９箇所 74,968
自転車駐車場
の借上及び管
理

施設数 ９箇所 64,478
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

17 総

駅周辺にお
ける民営自
転車駐車場
助成整備事
業

茅ヶ崎駅や辻堂駅の
南側では、自転車駐
車場の需要が高く供
給が不足しているた
め、民間の自転車駐
車場建設希望者に対
し助成することを目
的としている。

民間の
自転車
駐車場
建設希
望者

政
策

民間自転車
駐車場施設
への助成

民間自転車
駐車場施設
への助成

市民ニーズはあり今
後成果が見込める Ｂ 未 高 高 高

現状維
持

なし
予算
なし

17

駅周辺にお
ける民営自
転車駐車場
助成整備事
業

民営自転車駐
車場建設の補
助助成（賃貸
借も含む）

民営自転車駐
車場整備補助
の相談件数／
年

５件 １件

民営自転車駐
車場建設の補
助助成（賃貸
借も含む）

民営自転車駐
車場整備補助
の相談件数／
年

５件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

18 総

香川駅周辺
の自転車駐
車場整備事
業

現在策定された香川
駅周辺まちづくり整
備計画の中で、短期
整備事業と位置付け
られた、西口自転車
駐車場の建設、整備
を目的とする。

香川駅
を利用
する通
勤通学
者や買
い物等
で駅周
辺等へ
自動車
で来訪
する
人々

政
策

駅周辺部へ
の自転車駐
車場の整備

駅周辺部へ
の自転車駐
車場の整備

1,113
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 82,663 5
香川駅周辺の
自転車駐車場
整備事業

未 高 高 高 拡大 有り
増
や
す

18

香川駅周辺
の自転車駐
車場整備事
業

（仮称）香川
自転車駐車場
整備

現況測量及び
地質調査

各１回 各１回 1,113
（仮称）香川
自転車駐車場
整備

不動産鑑定委
託及び土地開
発公社保有分
用地購入費

鑑定１回
購入用地
7筆

82,663 5
香川駅周辺の
自転車駐車場
整備事業

不
可

必
要

可
不
可

無 有り 23

22年度設計。
23年度供用開始予
定（民間による管理
運営）

増
や
す

19 総
駅南口新規
自転車駐車
場整備

茅ヶ崎駅南側で供給
が不足している自転
車駐車場の整備を目
的とする。

政
策

駅周辺部へ
の自転車駐
車場の整備

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 2
駅南口新規自
転車駐車場整
備事業

未 高 高 高 拡大 なし
増
や
す

19
駅南口新規
自転車駐車
場整備

自転車駐車場
整備候補地の
確保

候補地確保の
ための交渉

1箇所 1箇所
自転車駐車場
整備候補地の
確保

候補地確保の
ための交渉

2箇所 2
駅南口新規自
転車駐車場整
備事業

不
可

必
要

可
不
可

無 なし
増
や
す

20 総
自動車駐車
場運営管理
事業

茅ヶ崎駅周辺や茅ヶ
崎海岸を利用、来訪
する市民等に対し
て、安心して駐車で
きる場所の提供と駅
周辺における違法駐
車対策を目的とす
る。

乗用車
で茅ヶ
崎駅を
利用す
る通勤
通学者
や駅周
辺での
買い物
客、サ
ザン

ビーチ
等に来
訪する
人々

政
策

25,212
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 6,106 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持
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事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

20
自動車駐車
場運営管理
事業

指定管理者
（（財）都市
施設公社）に
よる自動車駐
車場の効率的
な運営

自動車駐車場
利用台数／年

177,00
0台

176,64
9台

指定管理者
（（財）都市
施設公社）に
よる自動車駐
車場の効率的
な運営

自動車駐車場
利用台数／年

160,00
0台

済
必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

20
自動車駐車
場運営管理
事業

自動車駐車場
の借上及び管
理

施設数 ３箇所 ３箇所 7,362
自動車駐車場
の借上及び管
理

施設数 ２箇所 6,106
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

20
自動車駐車
場運営管理
事業

自動車駐車場
の効率的な運
営のための打
合せ会議

打合せ会議
回数／年

６回 ３回

自動車駐車場
の効率的な運
営のための打
合せ会議

打合せ会議
回数／年

6回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

20
自動車駐車
場運営管理
事業

自動車駐車場
非常用発電気
交換工事

工事箇所数 １箇所 １箇所 17,850

21 総
違法駐車等
防止啓発活
動事業

駅周辺の違法駐車を
防止することによ
り、安全で良好な歩
行空間を確保し、駅
前広場を中心とした
茅ヶ崎駅周辺の美観
の向上と非常時にお
ける緊急活動の円滑
化を図り、安全で快
適な市民生活を確保
することを目的とし
ている。

茅ヶ崎
駅周辺
での違
法駐車
運転者

政
策

4,507
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 5,076 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

21
違法駐車等
防止啓発活
動事業

違法駐車防止
啓発活動
（キャンペー
ンも含む）

啓発活動日／
年

384回 384回 4,020

違法駐車防止
啓発活動
（キャンペー
ンも含む）

啓発活動回／
年

512回 4,582
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

21
違法駐車等
防止啓発活
動事業

違法駐車車両
実態調査活動

違法駐車禁止
区域内の年間
違法駐車台数
（前年度比
５％減）

5,507台 3,986台 487
違法駐車車両
実態調査活動

違法駐車禁止
区域内の年間
違法駐車台数
（前年度比
５％減）

3,786台 494
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

22 総
都市施設公
社自主独立
支援事業

指定管理者制度の導
入に伴い、今後の公
社の進むべき方向性
を見つけ出し独立支
援を行うことを目的
としている。

（財）
茅ヶ崎
市都市
施設公

社

政
策

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

22
都市施設公
社自主独立
支援事業

外郭団体の見
直し基本方針
に基づき都市
施設公社のあ
り方について
検討を行う。

打合せ会議
回／年

６回 ３回

外郭団体の見
直し基本方針
に基づき都市
施設公社のあ
り方について
検討を行う。

打合せ会議
回／年

6回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

23 総
都市施設公
社運営事業

都市施設公社の円滑
な運営を行う

全市民
等

政
策

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

23
都市施設公
社運営事業

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

23
都市施設公
社運営事業

指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

23
都市施設公
社運営事業

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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第４次 第５次

248,728 248,728 313,262 313,262

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

安全対策課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

安全対策課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

23
都市施設公
社運営事業

指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

年４回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

23
都市施設公
社運営事業

指定管理者の
選定業務

施設数 ２施設
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし


